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の自治議会の設置を目指す自治 Home Rule 主義であった。この自治主義は、 1880年代半ば以降、アイ


















































































































































































































(第 E 章)、 1896年の王立勅命委員会最終報告書でとりまとめられた自由党の英愛財政関係の要点を分析
し(第E章)、最後に第一次世界大戦直前期に取りまとめられ、現実政策としては議会によって承認さ
れながらも、施行されることのなかったアスキスのアイルランド自治構想が分析されている(第N章)0
自由貿易政策によってインドのような公式帝国を最底辺とする植民地帝国を築きあげた大英帝国は、
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一方で国内的にはデヴォリューションを争点としているスコットランドやウエールズを抱えるととも
に、同時に他方では対外的にはオーストラリアやカナダのような自治領植民地を抱えていた。その中で
アイルランドをどう位置づけるか。
グラッドストン時代の英国は、航海条例を廃止し、最恵国条項を含む自由貿易政策を根幹として大英
帝国植民地体制を築いたが、その推進的担い手である自由党の財政政策は穀物法の廃止によって確保さ
れた財政均衡体制であった。従ってアイルランド統治のための自由党財政政策は、関税収入を英国国庫
が確保するとともに、その中から費用(拠出金)を捻出するものであり、その限りで英国議会へのアイ
ルランド議員の代表権は欠かせなかった。
しかし王立勅命委員会は、アイルランドの担税力の客観評価と同時に拠出金について「大きな浪費J
を指摘する。チェンバレンの特恵関税を挺子とした帝国連合運動の後、再度政権党となった自由党のア
スキスは、当面、保留サーヴィス(土地購入、老齢年金、国民保険等)を残しながらもアイルランドに
関税と消費税の課税権を認める形での自治法案を提出する。ここに見られる自由党の一貫した政策は、
財政の自己責任意識を喚起した上でのアイルランドへの自治権付与の姿勢である。そこにアイルランド
を「連邦制」的に統合しようとする際の英国独自の地域統合政策の歴史的特質が現れており、本論文は
その点を過不足なく解明している。よって本論文の提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに充分
な資格を有するものと認められる。
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